
都道府県医師会長殿

平成29年度「自殺予防週間」における啓発活動等の推進について

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて今般、厚生労働省社会・援護局長より、本会に対して、平成29年度珀殺予

防週間」における啓発活動等の推進について、周知、協力方依頼がありました。

本件は、平成28年4月1日に施行された自殺対策基本法の一部を改正する法律に

おいて、自殺予防週間を9月10日から9月16日までとし、別添実施要綱のとおり、

国及び地方公共団体は啓発活動を広く展開することと規定されていることによるも

のであります。また、新たな自殺総合対策大綱(平成29年7月25日閣議決定)にお

いて、国、地方公共団体、関係団体、民間団体等が連携して啓発活動を推進し、あわ

せて、啓発活動によって援助を求めるに至った悩みを抱えた人が必要な支援を受けら

れるよう、支援策を重点的に実施することが定められております。

このような中で、本通知にあわせて、厚生労働省自殺対策推進室より、平成29年

度「自殺予防週間」にあわせて実施する取組の登録について、別添のとおり協力方依

頼がありましたことを申し添えます。

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管下郡市

区医師会等への周知、協力方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。
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平成29年度「自殺予防週間」における啓発活動等の推進について(依頼)

自殺対策の推進につきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し

上げます。

さて、平成28年4月1日に施行された自殺対策基本法の一部を改正する法律

(平成 28年法律第 11 号)において、自殺予防週間を9月10日から9月16日

までとし、国及び地方公共団体は、啓発活動を広く展開するものと新たに規定

されました。また、新たな自殺総合対策大綱(平成 29年7月25日閣議決定)

には、国、地方公共団体、関係団体及び民間団体等が連携して啓発活動を推進

し、あわせて、啓発活動によって援助を求めるに至った悩みを抱えた人が必要

な支援を受けられるよう、支援策を重点的に実施することと定められています。

このため、厚生労働省では、別添のとおり平成29年度「自殺予防週間」実施

要綱を作成し、関係省庁、地方公共団体、関係団体及び民間団体等とともに啓

発活動及び支援策を強力に推進することとしています。

つきましては、貴団体におかれましても、実施要綱に基づき、啓発事業の実

施や各種相談支援等の取組の推進を図るとともに、貴管下の支部、関係者等に

対し、積極的に周知、指導していただきますようお願いいたします。

厚生労働省社会・

社援発 0804第 10 号

平成29年8月4日

停蝋榔眉
"胡・礪謹
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【本件連絡先】

〒100-8916

東京都千代田区霞が関1-2-2 中央合同庁舎第5号館

厚生労働省社会・援護局総務課自殺対策推進室

電話:03-5253-1111 (内線 2840,2838)

担当者:鶴見、伊藤

E-ma il : j i sa tsu ta i saku@mh lw. go. j p



1 趣旨

平成28年4月1日に施行された自殺対策基本法の一部を改正する法律(平成器年法

律第Ⅱ号。以下「改正法」という。)において、自殺予防週間を9月10日から9月16

日までとし、国及び地方公共団体は、啓発活動を広く展開するものとし、それにふさわ

しい事業を実施するよう努めるものとすることが新たに規定されました。また、本年7

月25日に閣議決定した、新たな「自殺総合対策大ネ剛(以下「大綱」という。)には、

国、地方公共団体、関係団体及び民間団体等が連携して「いのち支える自殺対策」とい

う理念を前面に打ち出して啓発活動を推進し、あわせて、啓発事業によって援助を求め

るに至った悩みを抱えた人が必要な支援を受けられるよう、支援策を重点的に実施する

こととされています。

改正法及び大綱に掲げる「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現に向け、

平成29年度の自殺予防週間においては、国、地方公共団体、関係団体及び民間団体等

が中心となり、自殺対策の啓発事業等に協力・賛同していただける団体(協賛団体)と

一体となって集中的に啓発事業及び支援策を実施します。参加団体等の皆様には格段の

協力をお願いするものです。

平成29年度「自殺予防週間」実施要綱

2 実施期間

平成 29年9月10日(日)から 9月16日(士)まで

3 実施体制

(1)実施主体

厚生労働省、警察庁、金融庁、消費者庁、復興庁、総務省、法務省、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、国士交通省、地方公共団体、関係団体及び民間団体

(2)協賛団体

別紙のとおり

4 実施に当たっての基本方針

(D 国民一人ひとりへの呼び掛け

自殺の問題は一部の人や地域だけの問題ではなく、国民誰もが当事者となり得る

重大な問題であることについて国民の理解の促進を図る必要があり、自殺に対する

誤った認識や偏見を払拭し、命や暮らしの危機に陥った場合には誰かに援助を求め

ることが適当であるということの理解を促進することを通じて、自殺対策における

国民一人ひとりの役割等についての意識が共有されるよう、幅広く国民一人ひとり

に対して呼び掛けを行います。
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具体的には、自殺や自殺関連事象、精神疾患等に対する偏見をなくしていくため、

新聞、テレビ、ラジオ、ポスター及びインターネット等様々な媒体を活用し、これ

らにっいての正しい知識を全ての国民を対象に分かりやすく啓発します。また、孤

立'孤独を防ぐことが自殺予防対策の有効な手段であることから、国民一人ひとり

が自分の周りにいるかもしれない自殺を考えている人の存在に気づき、声をかけ、

話に耳を傾け、必要に応じて支援先にっなぎ、見守っていく「ゲートキーパー」と

しての意識を持ってもらうよう、自殺の危険を示すサインとその対応方法や、相談
窓口の具体的な周知を含めた啓発活動を展開します。

(2)様々な主体との連携・協力の推進

社会全体で自殺の危険性を低下させる取組を推進する観点から、実施主体のみ

ならず、経済団体、労働団体、職能団体、自殺者の親族等の団体及び支援団体、
並びに関係する学会等から、できる限り多くの幅広い協力・協賛を得ることとし
ます。

特に、自殺の背景には多様な要因があることを踏まえ、支援を必要としている

人に適切に対処できるよう、こうした様々な主体が有機的に連携・協力して相談

支援事業と関係施策との効果的な連動を図る等、自殺予防対策を集中的に実施し
ます。

(3)効果的かつ適切な広報手法

国、地方公共団体、関係団体及び民間団体等が連携し、全ての国民を対象にした、

分かりやすく、具体的な自殺予防対策キャンペーンを実施します。

なお、その際にロゴマーク「いのち支える」の積極的な活用に努めます。

また、それぞれの世代の特徴に応じて、自殺者の親族等にっいてはその心情に配
慮した呼び掛けを行います。

5 主な実施事項

(1)広報啓発事業の実施

ア厚生労働省においては、ポスター、インターネット等様々な媒体を活用した広報

事業を実施します。若年層にも訴求するため、若年層の利用率が高いインターネッ

ト(スマートフォン、携帯電話等を含む。)やSNSを活用した広報を重点的に展
開します。

イ関係省庁、地方公共団体、関係団体及び民間団体等に対して、厚生労働省におけ
る広報とも連動した効果的な広報の実施を呼び掛けます。

ウ「ゲートキーパー」としての役割が期待される団体等に対して、「ゲートキーパ
ー」の養成のための取組等を行うよう呼び掛けます。

工様々な主体が行う啓発事業の取組に資するよう、厚生労働省ホームページにおい

て、「ゲートキーパー」養成研修用の資料等の情報を提供します。
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六

オ厚生労働省は、「ゲートキーパー」の役割を周知するために、歌詞を募集して、

新たに制作された「ゲートキーパーソング『空の青いとり』」のCD を、都道府県及

び政令指定都市へ配布する等、曲を活用した「ゲートキーパー」の普及を促します。

(2)相談支援事業の実施

ア様々な実施主体に対して、自殺予防週間中に相談支援事業を集中的に実施するよ

う呼び掛けます。

イ支援を必要としている人が確実に適切な相談支援事業の情報を得ることができ

るよう、様々な実施主体の協力を得て、厚生労働省の支援情報検索サイトへの情報

集約を行い、周知を図ります。

ウよりそいホットラインやこころの健康相談統ーダイヤルについて、広く周知を進

めることにより、国民の約3人に2人以上が当該相談電話について聞いたことがあ

るようにすることを目指します。

工厚生労働省は、都道府県及び政令指定都市に対して、こころの健康相談統ーダイ

ヤルの拡充等を呼び掛けます。

(3)協力団体の拡大と連携の強化

幅広い団体に対して呼び掛けを行い、新たな協力団体の拡大を目指すとともに、

これまでも協力を得てきた団体との更なる連携の強化を図ります。

(4)日常的な活動の場の活用

関係省庁、地方公共団体、関係団体及び民間団体等様々な主体により、それぞれ

の日常的な活動の場所や機会を積極的に活用した自殺対策の啓発事業の実施を呼

び掛けます。

(5)実施主体における趣旨の徹底

実施主体は、対外的な啓発事業等の実施のみならず、全ての所属職員に対しても

本週間の趣旨等を周知徹底します。
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(協賛団体)(予定)

・公益社団法人日本医師会

・公益社団法人日本薬剤師会

・日本弁護士連合会

・日本司法書士会連合会

・日本司法支援センター

・一般社団法人日本産業カウンセラー協会

・公益社団法人日本精神保健福祉士協会

・公益社団法人日本精神科病院協会

・公益社団法人日本精神神経科診療所協会

・一般社団法人日本精神科看護協会

・公益社団法人日本看護協会

・一般社団法人日本臨床心理士会

・一般社団法人日本介護支援専門員協会

・全国知事会

・全国市長会

・全国町村会

・日本商工会議所

・全国商工会連合会

・一般社団法人日本経済団体連合会

・全国中小企業団体中央会

・公益社団法人経済同友会

・公益社団法人日本青年会議所

・公益財団法人日本生産性本部

・日本貸金業協会

・公益社団法人全国消費生活相談員協会

・日本労働組合総連合会

・日本アルコール・アディクション医学会

・日本うつ病学会

・一般社団法人日本産業精神保健学会

・一般社団法人日本児童青年精神医学会

・日本精神衛生学会

・公益社団法人日本老年精神医学会

・一般社団法人日本社会精神医学会

・一般社団法人日本心理臨床学会

・一般社団法人日本心身医学会

・日本学生相談学会

別紙

4



・公益社団法人日本小児科学会

・特定非営利活動法人日本法医学会

・公益社団法人日本精神神経学会

・日本自殺予防学会

・日本公衆衛生学会

・日本精神科救急学会

・日本総合病院精神医学会

・一般社団法人日本睡眠学会

・一般社団法人日本臨床救急医学会

・北海道旅客鉄道株式会社

・東日本旅客鉄道株式会社

・東海旅客鉄道株式会社

・西日本旅客鉄道株式会社

・四国旅客鉄道株式会社

・九州旅客鉄道株式会社

・一般社団法人日本民営鉄道協会

・公益社団法人日本PTA全国協議会

・一般社団法人全国高等学校 PTA 連合会

・全国連合小学校長会

・全日本中学校長会

・全国高等学校長協会

・全国定時制通信制高等学校長会

・特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター

・特定非営利活動法人教育支援協会

・全国人権擁護委員連合会

・日本赤十字社

・社会福祉法人全国社会福祉協議会

・公益財団法人全国老人クラブ連合会

・公益社団法人国民健康保険中央会

・一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会

・独立行政法人労働者健康安全機構

・公益財団法人産業医学振興財団

・中央労働災害防止協会

・公益社団法人日本心理学会

・全国精神保健福祉センター長会

・公益社団法人日本社会福祉士会

・一般社団法人日本いのちの電話連盟

・全国理容生活衛生同業組合連合会

ヘ
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・全日本美容業生活衛生同業組合連合会

(順不同)
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平成29年度自殺予防週間に実施する取組の登録につぃて(依頼)

自殺対策の推進にっきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し
上げます。

厚生労働省では、平成29年度「自殺予防週間」に合わせて協賛団体等の方々

が実施する各種の取組にっいて、広く国民の皆様に情報提供をしたいと考えて
おります。

つきましては、貴団体が平成29年度「自殺予防週間」に合わせて実施する取

組がございましたら、「登録様式」により8月23日(7k)までに御登録いただ
きますようお願い申し上げます。

御連絡をくだされば、「登録様式」の電子媒体(W0即ファイル)をメールで送
付させていただきますので、メールで「登録様式」を御登録いただけますと幸
いです。

御登録された取組にっきましては、今後実施する各種会議や記者発表等の場
で配布するほか、ホームページ等での公開を予定しております。

不明な点等があれば、下記連絡先までお問い合わせください。

ご多忙のところ、大変恐縮ではございますが、何卒よろしくお願い申し上げ
ます。

平成29年8月

厚生労働省自殺対策推進室

【本件連絡先】

〒100-8916

東京都千代田区霞が関1-2-2 中央合同庁舎第5号館

厚生労働省社会・援護局総務課自殺対策推進室

電話:03-5253-1111 (内線 2840,2838)

担当者:鶴見、伊藤

E-ma il : j i satsu ta i saku@mh lw. go. j p
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